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要介護認定の見直しに係る検証・検討会 名簿  

（敬称略・五十音順）  

委員名   所 属   

池田省三   龍谷大学教授   

石田光広   東京都稲城市福祉部長   

木村隆次   日本介護支援専門員協会会長   

高橋紘士   立教大学教授   

高見国生   社団法人認知症の人と家族の会代表   

田中聡子   社会福祉去人大慈厚生事業会ケアハウス大慈施設長   

◎田中滋   慶應義塾大学教授   

対馬忠明   健康保険組合連合会専務理事   

筒井孝子   国立保健医療科学院福祉サービス部福祉マネジメント室室長   

野中博   医療法人社団博腎会野中医院院長   

樋口恵子   NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事長   

本間昭   日本認知症ケア学会理事長   

三上裕司   日本医師会常任理事   

結城康博   淑徳大学准教授   

（◎：座長）   



要介護認定の見直しに係る検証・検討会開催要綱  

1．趣旨  

平成21年度からの要介護認定について、見直しの一影響についての検証を行   

うため、要介護認定の見直しに係る検証・検討会（以下「検討会」という。）  

を開催する。  

2．主な検討事項   

見直し後の要介護認定の実施状況を把握した上で、客観的なデータに基づい   

て検証を行う。  

3．検討会の運営等  

（1）検討会は、厚生労働省老健局長が招集する。検討会の庶務は、厚生労働省  

老健局老人保健課において行う。  

（2）座長を置き、委員の互選によりこれを定める。座長は検討会を総理する。  

（3）参考人の招致  

座長は、討議の必要に応じ、適当と認められる有識者等を参考人として招  

致することができるものとする。  

（4）審議の公開  

審議は原則公開とする。  

（5）検討スケジュール  

平成21年4月に第1回会合を開催し、以後、必要に応じ適時開催する。  

JT   



平成21年10月以降の要介護認定の状況について（概要）  
匪画  

見直しに伴う再申請等の勧奨の状況について 資  1．要介護認定方法の  

○ 今年度4月から9月に新規に申請した者について、  

・非該当と判定された者（26，860人）のうち、市町村等が個別＝こ再申請の勧奨を行 った者の割合は、63．9％  

（17，156人）、ホ「ムページや広報 言志等で周知を行った者を含めると83．6％（22，456人）  

・要支援1～要介護5と判定され、本人の認識よりも軽度（重度）に判定された者（990人）のうち、市町村等が鮎   
った者の割合は、75．7％（749人）、ホームページや広報誌等で周知を行った者を含め  

ると88∴5％（876人）  

であった。  

の選択肢に係る自治体間のバラツキについて 資料7  4．調査項目  

李項目の選択肢 に係る自治体間のバラツキについて、平成20年10・11月よりも平成21年10・11月旦左逆   

統計学的有意にバラツキが小さくなった項目（33項目）は、バラツキ大きくなうた項目（2項目）よりも多く、全昼坦±；づ   
ラッキが相当程度小さくなった。  

○ また、平成21年4・5月と比べても、平成21年10・11月の方が統計学的有意にバラツキが小さくなった項目（9項   
目）は、バラツキが大きくなった項目（2項目）よりも多い状況であり、全体的にバラツキが小さくなった。  1   



4．要介護認定に係る集計結果について 資料8  

5．特記事項に係る留意点の周知について 資料9  

○集計された結集等をふ享皇、今後は、より適切な要介護認定の実施のため、各都道府県や市町村等に対し、よ邑   

要Lた研修の実施を依額 すると共に、認定調査鱒び傘軍記声軍査牟l〒軍lナる年額己専科こ係る規定及 
用等について←これまで以上に留意いただくよう、改めて鳳知を行ってはどうか。   



匡垂司  
10月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う再申請の勧奨の状況について   

※ 平成21年11月20日までに勧奨を行った者の状況について、平成21年10月9日～11月30日に調査を行い、さらに個別の勧奨、ホームページ・広報  

誌等での周知のいずれも行っていない市町村等に対して、改めて勧奨を依頼し、平成22年1月5日までに勧奨を行った者の状況について、平成21年12  

月15日～平成22年1月5日に調査を行い、両調査の合計を集計した。  

○勧奨を行った者の割合  0．0％  20．0％  40．0％  60．0％  80．0％   100．0％  

①：非該当と判定された者  

②：①のうち再申請の勧奨を行った者（個別の勧奨に  

加え、広報誌、ホームページの掲載等も含む）  

③：①のうち個別に再申請の勧奨を行った者  

○個別に再申請の勧奨を行った者の割合（都道府県別）  
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10月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う区分変更申請の勧奨の状況について  

※平成21年11月20日までに勧奨を行った者の状況について、平成21年10月9日～11月30日に調査を行い、さらに個別の勧奨、ホームページ・広報  
誌等での周知のいずれも行っていない市町村等に対して、改めて勧奨を依頼し、平成22年1月5日までに勧奨を行った者の状況について、平成21年12  

月15日～平成22年1月5日に調査を行い、両調査の合計を集計した。  

○個別に区分変更申請の勧奨を行った者の割合（都道府県別）  

感触摘抱銚摘飽か  
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畢寿圭5．  

認定質問窓口に寄せられた問い合わせ等について  

○要介護認定方法の見直しに係る問い合わせ等に関する質問窓口メールアドレスを3月19日に開設したが、10月1日か   
らは、より迅速な回答を行うことを目的に、ホームページ上で質問及び回答できるようにした0  

0■盲蒜壷崩遍前崩iよ、前払’痙ム占ヶ月間の数の推移に比べて、並立塩王キストの使用が開始された10月払隆止   
駈合わせの数が減少債鬼となった。  

010月～12月の問い合わせ件数のうち、お   
た（570件中282件）。  

摘の適切な記載がポイントとなる内容についての質問が、約半数を占め  

○問い合わせ数の推移  

受付時期   4月1日～6月30日  10月1日～12月31日  

＝〉1憲（内、「  172ケ所  

三塁旦性  

自治体数  

件   数  

49．5％  

質問窓口に寄せられた質問件数の推移（参考）  

勝質問窓口メールアドレ   

ス  

1認定質問窓口（ホー⊥   

ページで受付・回答）  

ゝ■ミヰ）ず 

、＼・±㌔ モ＼吏・手′ニ＼r、．亭1 1   





嚢亘さ‾．  

研修実施状況調査について（概要）   



調査の概要について  
（1）調査の目的   

各自治体での介護認定調査の実施方法、調査員への研修・指導、介護認定審査会委員への研修等の状況を把握するこ   
とを目的に調査を実施  

（2）調査対象   

都道府県及び要介護認定に関する業務を実施する自治体（全国市町村・政令市行政区・広域連合・一部事務組合等）   

報告数：47都道府県（47都道府県中）1，411市町村（1．800市町村中の78，4％）  

（3）調査期間  

平成21年12月1日～14日  

（4）調査内容   

－ テキストの配布状況、調査員研修及び介護認定審査会委員研修等の実施状況について  

（5）研修内容に関する項目について   

認定調査員及び介護認定審査会の以下のポイントの研修内容について、「特に重点的に説明した」、「内容に関して一通   
りは説明した」及び「ほとんど説明していない」から選択。   

①認定調査革研修   

・介護認定審査会でより特記事項が重視される方式となったこと  

一 試行した結果と日頃の状況が異なる場合は、頻回な状況に基づいて選択を行い、具体的な内容を特記事項に記載  
すること   

・実際に行われている介助が不適切な場合は、その理由を特記事項に記載した上で、適切な介助を選択すること  
■ 選択肢の選択の際に、選択肢の選択基準に含まれていないことであっても介護の手間に関係する内容があれば、  
特記事項に記載することが重要であること  

一基本調査項目の中で、もっとも類似する又は関連する調査項目の特記事項等に、具体的な介護の手間の内容と頻  
度を記載すること  

②介護認定審査会委員研修   

・認定調査員テキスト改訂版の修正内容  

二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法  

・介護認定審査会として付する意見   



査会委員  

認定調査員テキスト及び介護認定審  

テキスト（紙媒体）の配布状況  

【自治体職員である認定調査員への配布状況】  

6月調査  

（n＝1，369市町村等）  

12月調査  

（∩＝1，402市町村等）  

【委託調査員である認定調査員への配布状況】  

6月調査  

（n＝1，075市町村等）  

12月調査  

（n＝1，057市町村等）  

【介護認定審査会委員への配布状況】   

12月調査  

（∩＝889市町村等）  ）  

60％  80％  100％  

□全員ではないが、半数以上には配布した  

ロほとんど配布していない  
□おおよそ全員に配布した  

田半数には満たないが配布した  

※委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で紙媒体の配布状況において「委託をしていない」を選択した  自治体の6月調査の回答を「委託していない」に置き換えた上6月、12月調査ともに「委託していない」と回答した市町村等（6月：414市町村等、  
12月‥479市町村等）を除外して集計を行った0   



認定調査員への研修における説明状況  

特記事項が重視される方式と  
なったことの説明  

頻回な状況に基づいて選択を  

行い、具体的に特記事項に記  
載することの説明   

不適切な介助の場合、理由を  
特記事項に記載し、適切な介  
助を選択することの説明  

選択肢の選択基準に含まれ  

ていない介護の手間は、特記  
事項に記載することの説明   

調査項目にない介護の手間等  

を関連する調査項目の特記事  

項に記載することの説明  

80％  100％  

（n＝734市町村等）  

20％  40％  

国ほとんど説明していない 田無回答  □特に重点的に説明した 口内容に関して一通りは説明した  

※ 都道府県、研修を主催した市町村等及び研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答結   
果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所   
属している都道府県からの回答と同じ回答とし集計している。   



介護認定審査会委員への研修における説明状況  

認定調査員テキストの改訂版  

の修正内容についての説明  

二次判定における介護の手  

間にかかる審査判定の方法  
についての説明  

介護認定審査会としての付す  
る意見についての説明  

0％  

（n＝534自治体等）  

ロ特に重点的に説明した 口内容に関して一通りは説明した 田ほとんど説明していない 田無回答  

※ 都道府県、研修を主催した市町村等及び研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答結   

果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所   
属している都道府県からの回答と同じ回答とし集計している。  
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調査項目の選択肢に係る自治体間のバラツキの比較について

平成２０年１０・１１月

平成２１年４・５月

平成２１年１０・１１月

※１ 各調査項目の複数の選択肢のうち、平成２０年に自治体間の

項目選択率のバラツキが最も大きい選択肢で集計している。

※２ 平成２０年は、見直しによって追加した６項目について、要介

護認定モデル事業（第２次）において３０例以上報告した２３４

自治体の項目選択率のバラツキとしている。

○ 平成２０年１０・１１月、平成２１年４・５月、平成２１年１０・１１月の自治体間の項目選択率のバラツキ（標準偏差）を比較※１

○ 対象：

平成２０年１０・１１月、平成２１年４・５月、平成２１年１０・１１月のすべてにおいて、認定支援ネットワークに１００例以上報告した

１５３自治体※２

○ 平成２０年１０・１１月と平成２１年１０・１１月のバラツキを比較して、７４項目のうち、統計学的有意にバラツキが小さくなったのは

３３項目、有意にバラツキが大きくなったのは２項目（有意水準０．０５未満）

○ 平成２１年４・５月と平成２１年１０・１１月のバラツキを比較して、７４項目のうち、統計学的有意にバラツキが小さくなったのは１２

項目、有意にバラツキが大きくなったのは２項目（有意水準０．０５未満）

平成２０年９月～１１月（モデル事業（第２次））




